（様式第１号）
環循適発第　　号
令和　　年　　月　　日
市町村長　殿
環境省環境再生・資源循環局長　　　　
令和　　年度災害等廃棄物処理事業費補助金補助対象事業限度額について
災害等廃棄物処理事業費補助金交付要綱（以下「交付要綱」という。）第４条に係る標記について別紙のとおり決定したので通知する。
なお、補助金の交付の申請等の手続については交付要綱の規定によるものとし、申請書は、令和　　年　　月　　日まで提出されたい。
　（注）提出期限は、通知日から概ね20日程度で設定。
（別紙）
災害等廃棄物処理事業費補助金補助対象事業限度額表
	都道府県名
	市町村名
	限度額
	備考

	
	
	事業費
	補助額（予定）
	

	
	
	
	補助率（1/2）
	


（注）備考欄に災害名等を記載すること。
（本件担当官の氏名、連絡先等）

　担当官の所属部署・職名・氏名

　連絡先（電話番号・Eメールアドレス）
（様式第２号）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　識別番号
文書番号
令和　　年　　月　　日
環境大臣　殿
市町村長　　　　　
令和　　年度災害等廃棄物処理事業費補助金交付申請書
災害等廃棄物処理事業費補助金交付要綱第５条の規定により、標記補助金の交付を別紙関係書類を添えて次のとおり申請する。
申請額　金　　　　　　　　円
（説明書類）
１．事業計画説明書　　　（注）別紙作成要領により記載すること。
２．国庫補助金所要額調書　　　　別表(1)
３．財源調書　　　　　　　　　　別表(2)
４．事業費明細書　　　　　　　　別表(3)
（添付書類）
１．歳入歳出予算議決書（又は見込書）抄本
２．請負又は委託事業のある場合は契約書等の写
３．その他参考となる資料
（本件責任者及び担当者の氏名、連絡先等）

１．責任者の所属部署・職名・氏名

２．担当者の所属部署・職名・氏名

３．連絡先（電話番号・Eメールアドレス）
別記
事業計画説明書
１．本事業の施行理由及び効果
　　本事業の実態を把握するため簡潔、正確に記述し、かつ、事業による効果を記載するとともに、被害前後の状況を記述すること。
２．事業計画明細
　　本事業の概要を記述するとともに、補助事業に係る事業計画を具体的に記載すること。
３．施行方針
　　補助事業に該当する各区分及び細分毎にその施行方針を具体的に記述すること。
４．施行方法
　　本事業の施行について、直営、請負の別を記述すること。ただし、直営、請負を併合するものは、各々の事業内容の概要を記述すること。
５．事業場所
６．事業実施期間
別表(1)
国庫補助金所要額調書
	区分及び項目
	総事業費（A）
	寄付金その他の収入額（B）
	差引額（C）
	補助対象事業費（D）
	国庫補助基本額（E）
	国庫補助所要額（F）
	備考

	合計
	円
	円
	円
	円
	円
	円
	


（注）区分及び項目欄には、ごみ処理又はし尿処理の区分を記載すること。
　
別表(2)
財源調書
	総事業費
	財源内訳
	備考

	
	国庫
補助額
	起債
	都道府県補助金
	一般会計
	特別会計
	その他
	

	円
	円
	円
	円
	円
	円
	円
	


別表(3)
事業費明細書
	区分
	費目
	細分
	数量
	単位
	単価
	金額
	備考

	し尿処理
	計
	
	
	
	
	
	

	ごみ処理
	計
	
	
	
	
	
	

	漂着ごみ処理
	計
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	


（注）内訳をそれぞれ別紙として添付すること。
（様式第３号）
文書番号
令和　　年　　月　　日
環境大臣　殿
市町村長　　　　　
令和　　年度災害等廃棄物処理事業費補助金変更交付申請書
令和　　年　　月　　日付け環循適発第　　　号で交付決定の通知を受けた災害等廃棄物処理事業費補助金について、下記のとおり変更したいので、交付要綱第６条の規定により、別紙関係書類を添えて次のとおり申請する。
申請額　金　　　　　　　　円
（説明書類）
１．事業計画説明書　　　
２．国庫補助金所要額調書　　　　別表(1)
３．財源調書　　　　　　　　　　別表(2)
４．事業費明細書　　　　　　　　別表(3)
（添付書類）
１．歳入歳出予算議決書（又は見込書）抄本
２．請負又は委託事業のある場合は契約書等の写
３．その他参考となる資料
（本件責任者及び担当者の氏名、連絡先等）

１．責任者の所属部署・職名・氏名

２．担当者の所属部署・職名・氏名

３．連絡先（電話番号・Eメールアドレス）
（注１）金額欄は、当初交付決定額を上段に括弧書きで記載すること。
（注２）事業計画説明書は、様式第２号に準じて作成し、変更内容及び変更理由を具体的に記載すること。
（注３）各別表は、変更箇所に係る当初交付決定額を上段に括弧書きで記載し、変更箇所が明らかになるよう記載すること。
別表(1)
国庫補助金所要額調書
	区分及び項目
	総事業費（A）
	寄付金その他の収入額（B）
	差引額（C）
	補助対象事業費（D）
	国庫補助基本額（E）
	国庫補助所要額（F）
	備考

	合計
	円
	円
	円
	円
	円
	円
	


（注）区分及び項目欄には、ごみ処理又はし尿処理の区分を記載すること。
　
別表(2)
財源調書
	総事業費
	財源内訳
	備考

	
	国庫
補助額
	起債
	都道府県補助金
	一般会計
	特別会計
	その他
	

	円
	円
	円
	円
	円
	円
	円
	


別表(3)
事業費明細書
	区分
	費目
	細分
	数量
	単位
	単価
	金額
	備考

	し尿処理
	計
	
	
	
	
	
	

	ごみ処理
	計
	
	
	
	
	
	

	漂着ごみ処理
	計
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	


（注）内訳をそれぞれ別紙として添付すること。
（様式第４号）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　識別番号　
環循適発第　　　　号　

令和　　　年度災害等廃棄物処理事業費補助金交付決定通知書

　市町村名　　　　
令和　　年　　月　　日付け○○第　　　号で申請のあった令和　　年度災害等廃棄物処理事業費補助金については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第６条第１項の規定により、次のとおり交付することに決定したので、同法第８条の規定により通知する。

　令和　　年　　月　　日

環 境 大 臣　 ○　○　○　○
１　補助金の交付の対象となる事業（以下「事業」という。）は、令和　　年　　月　　日付け○○第　　　号申請書記載のとおりである。　　　　　　　　　　　　
２　事業に要する経費及び補助金の額は、次のとおりである。

	事業に要する経費
	金○○○円

	補助金の額
	金○○○円

	（項）廃棄物・リサイクル対策推進費
	

	（目）災害等廃棄物処理事業費補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　金○○○円


（注）予算科目名は、適宜記載すること。
３　事業に要する経費の配分及びこれに対応する補助金の額の区分は、令和　　年　　月　　日付け○○第　　　号申請書記載のとおりである。
４　この交付の決定の内容に不服がある場合における補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第９条第１項の規定による申請の取下げをすることができる期限は、令和　　年　　月　　日とする。
（本件担当官の氏名、連絡先等）

　担当官の所属部署・職名・氏名

　連絡先（電話番号・Eメールアドレス）
（様式第５号）
文書番号
令和　　年　　月　　日
環境大臣　殿
市町村長　　　　　
令和　　年度災害等廃棄物処理事業費補助金の交付申請並びに事業実績報告書
災害等廃棄物処理事業費補助金交付要綱第８条の規定により、標記補助金の交付及び実績を別紙関係書類を添えて次のとおり申請する。
精算交付申請額　金　　　　　　円
（説明書類）
１．事業完了報告書　　
２．収支精算書　　　　　　　　　別表(1)
３．事業費財源精算調書　　　　　別表(2)　　　　様式第11号に準じて記載すること。
４．国庫補助金受入額調書　　　　別表(3)
５．事業に伴う収入控除額明細書　別表(4)
６．事業費支出済額明細書　　　　別表(5)
（添付書類）
１．歳入歳出予算決算書（又は見込書）抄本
　（注）摘要欄等を設けて災害廃棄物処理事業費に係る決算額を明記すること。
２．請負又は委託事業のある場合は契約書、完了検査書等の写
３．その他参考となる資料
（本件責任者及び担当者の氏名、連絡先等）

１．責任者の所属部署・職名・氏名

２．担当者の所属部署・職名・氏名

３．連絡先（電話番号・Eメールアドレス）
（様式第６号）
文書番号
令和　　年　　月　　日
環境大臣　殿
市町村長　　　　　
令和　　年度災害等廃棄物処理事業費補助金計画変更承認申請書
令和　　年　　月　　日付け環循適発第　　　号で交付決定の通知を受けた事業の計画を下記のとおり変更したいので、災害等廃棄物処理事業費補助金交付要綱第９条第１号の規定により、関係書類を添えて次のとおり申請する。
記
１．変更の内容
２．変更を必要とする理由
３．変更が補助事業に及ぼす影響
（本件責任者及び担当者の氏名、連絡先等）

１．責任者の所属部署・職名・氏名

２．担当者の所属部署・職名・氏名

３．連絡先（電話番号・Eメールアドレス）
（様式第７号）
文書番号
令和　　年　　月　　日
環境大臣　殿
市町村長　　　　　
令和　　年度災害等廃棄物処理事業費補助金中止（廃止）承認申請書
令和　　年　　月　　日付け環循適発第　　　号で交付決定の通知を受けた事業を下記のとおり中止（廃止）したいので、災害等廃棄物処理事業費補助金交付要綱第９条第２号の規定により、関係書類を添えて次のとおり申請する。
記
１．中止（廃止）を必要とする理由
２．中止（廃止）の予定年月日
３．中止（廃止）が補助事業に及ぼす影響
４．中止（廃止）後の措置
（本件責任者及び担当者の氏名、連絡先等）

１．責任者の所属部署・職名・氏名

２．担当者の所属部署・職名・氏名

３．連絡先（電話番号・Eメールアドレス）
（様式第８号）
文書番号
令和　　年　　月　　日
環境大臣　殿
市町村長　　　　　
令和　　年度災害等廃棄物処理事業費補助金遅延報告書
令和　　年　　月　　日付け環循適発第　　　号で交付決定の通知を受けた事業の遅延について、災害等廃棄物処理事業費補助金交付要綱第９条第３号の規定により、関係書類を添えて次のとおり報告する。
記
１．遅延の原因及び内容
２．遅延に係る金額
３．遅延に対して採った措置
４．遅延等が補助事業に及ぼす影響
５．補助事業の実施予定及び完了予定年月日
（本件責任者及び担当者の氏名、連絡先等）

１．責任者の所属部署・職名・氏名

２．担当者の所属部署・職名・氏名

３．連絡先（電話番号・Eメールアドレス）
（注）事業の進捗状況を示した工程表を、当初と変更後を対比できるように作成し添付すること。
（様式第９号）
文書番号
令和　　年　　月　　日
環境大臣　殿
市町村長　　　　　
令和　　年度災害等廃棄物処理事業費補助金遂行状況報告書
令和　　年　　月　　日付け環循適発第　　　号で交付決定の通知を受けた事業の遂行状況について、災害等廃棄物処理事業費補助金交付要綱第９条第４号の規定により、関係書類を添えて次のとおり報告する。
記
	区分
	交付決定額（円）
	実施額（円）
	遂行状況

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	計
	
	
	


（本件責任者及び担当者の氏名、連絡先等）

１．責任者の所属部署・職名・氏名

２．担当者の所属部署・職名・氏名

３．連絡先（電話番号・Eメールアドレス）
（注）事業の進捗状況を示した工程表を作成し添付すること。
（様式第10号）
文書番号
令和　　年　　月　　日
環境大臣　殿
市町村長　　　　　
令和　　年度災害等廃棄物処理事業費補助金
消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書
令和　　年　　月　　日付け環循適発第　　　号で交付決定の通知を受けた事業について、災害等廃棄物処理事業費補助金交付要綱第９条第８号の規定により関係書類を添えて次のとおり報告する。
記
1． 補助金額（交付要綱第13条第１項又は第２項による額の確定額）
金　　　　　　円
2． 消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額
金　　　　　　円
（注）別紙として積算の内容を添付すること。
（本件責任者及び担当者の氏名、連絡先等）

１．責任者の所属部署・職名・氏名

２．担当者の所属部署・職名・氏名

３．連絡先（電話番号・Eメールアドレス）
（様式第11号）
文書番号
令和　　年　　月　　日
環境大臣　殿
市町村長　　　　　
令和　　年度災害等廃棄物処理事業費補助金事業実績報告書
令和　　年　　月　　日付け環循適発第　　　号で交付決定の通知を受けた事業を完了したので、災害等廃棄物処理事業費補助金交付要綱第12条第１項の規定により関係書類を添えて報告する。
精算額　金　　　　　　円
（説明書類）
１．交付決定通知　　　令和　　年　　月　　日環循適発第　　号
２．事業完了報告書　　（注）様式第２号の事業計画説明書に準じて記載すること。
３．収支精算書　　　　　　　　　別表(1)
４．事業費財源精算調書　　　　　別表(2)
５．国庫補助金受入額調書　　　　別表(3)
６．事業に伴う収入控除額明細書　別表(4)
７．事業費支出済額明細書　　　　別表(5)
（添付書類）
１．歳入歳出予算決算書（又は見込書）抄本
　（注）摘要欄等を設けて災害廃棄物処理事業費に係る決算額を明記すること。
２．請負又は委託事業のある場合は契約書、完了検査書等の写
３．その他参考となる資料
（本件責任者及び担当者の氏名、連絡先等）

１．責任者の所属部署・職名・氏名

２．担当者の所属部署・職名・氏名

３．連絡先（電話番号・Eメールアドレス）
別表(1)
収支精算書
	総支出済額（A）
	寄付金その他の収入額（B）
	差引額(A)-(B)=(C）
	実支出額
（D）
	国庫補助基本額
（E）
	国庫補助所要額（E）×1/2=(F)
	国庫補助交付決定額(G)
	国庫補助受入又は見込額（H）
	差引過
△不足額(G)-(H)
	備考

	円
	円
	円
	円
	円
	円
	円
	円
	円
	


別表(2)
事業費財源精算調書
	総事業費
	財源内訳
	備考

	
	国庫補助額
	起債
	都道府県補助金
	一般会計
	特別会計
	その他
	

	円
	円
	円
	円
	円
	円
	円
	


別表(3)
国庫補助受入額調書
	受入年月日
	受入または受入見込額
	備考

	
	円
	


別表(4)
事業に伴う収入控除額明細書
	区分
	金額
	備考

	
	円
	


別表(5)
事業費支出済額明細書
	区分
	費目
	細分
	数量
	単位
	単価
	金額
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	


（注）内訳をそれぞれ別紙として添付すること。

（様式第12号）
文書番号
令和　　年　　月　　日
環境大臣　殿
市町村長　　　　　
令和　　年度災害等廃棄物処理事業費補助金年度終了実績報告書
令和　　年　　月　　日付け環循適発第　　　号で交付決定の通知を受けた事業について、災害等廃棄物処理事業費補助金交付要綱第12条第２項の規定により、関係書類を添えて次のとおり報告する。
（別紙）
	事業名
	交付決定の内容
	年度内遂行実績
	翌年度繰越額
	事業実施期間
	摘要

	
	事業費
	補助基本額
	補助金額
	事業費支払実績（見込）額
	事業進捗率
	補助金受入額
	事業費
	補助金額
	着手年月
	完了予定年月
	

	
	円
	円
	円
	円
	％
	円
	円
	円
	
	
	


（注）繰越手続きを行った場合、繰越計算書（明許又は事故）、翌年度に亘る債務負担の要求書、箇所別調書及び理由書、工程表、その他参考資料を合わせて添付すること。
（本件責任者及び担当者の氏名、連絡先等）

１．責任者の所属部署・職名・氏名

２．担当者の所属部署・職名・氏名

３．連絡先（電話番号・Eメールアドレス）
（様式第13号）
環循適発第　　　　号　

令和　　　年度災害等廃棄物処理事業費補助金交付決定及び確定通知書
　市町村名　　　　
令和　　年　　月　　日付け○○第　　　号で申請のあった令和　　年度災害等廃棄物処理事業費補助金については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第６条第１項の規定により、次のとおり交付することに決定し、同法第15条の規定により、その交付額を交付決定額と同額に確定したので、同法第８条及び第15条の規定により通知する。
　令和　　年　　月　　日

環 境 大 臣　 ○　○　○　○
１　補助金の交付の対象となる事業（以下「事業」という。）は、令和　　年　　月　　日付け○○第　　　号申請書記載のとおりである。　　　　　　　　　　　　
２　事業に要する経費及び補助金の額は、次のとおりである。

	事業に要する経費
	金○○○円

	補助金の額
	金○○○円

	（項）廃棄物・リサイクル対策推進費
	

	（目）災害等廃棄物処理事業費補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　金○○○円


（注）予算科目名は、適宜記載すること。
３　事業に要する経費の配分及びこれに対応する補助金の額の区分は、令和　　年　　月　　日付け○○第　　　号申請書記載のとおりである。
（本件担当官の氏名、連絡先等）

　担当官の所属部署・職名・氏名

　連絡先（電話番号・Eメールアドレス）
（様式第14号）
                                                   　　 環循適発第　　　　　号
令和　　年度災害等廃棄物処理事業費補助金交付額確定通知書

市町村名　　　　　　

　令和　　年　　月　　日付け環循適発第　　　号で交付決定した令和　　年度災害等廃棄物処理事業費補助金については、　　年　　月　　日付け○○第　　　号事業実績報告に基づき、交付額を金○○○円に確定したので通知する。

令和　年　月　日
環 境 大 臣　　○○　○○　　　　　　　　
（本件担当官の氏名、連絡先等）

　担当官の所属部署・職名・氏名

　連絡先（電話番号・Eメールアドレス）
（様式第15号）
文書番号
令和　　年　　月　　日
官署支出官　○○県会計管理者　殿

市町村長　　　　　
令和　　年度災害等廃棄物処理事業費補助金精算（概算）払請求書
令和　　年　　月　　日付け環循適発第　　　号で交付額の確定（交付決定）の通知を受けた事業について、災害等廃棄物処理事業費補助金交付要綱第14条第２項の規定により下記のとおり請求する。
記
１．請求金額　金　　　　　　円
２．請求金額の内訳
　（概算払の場合）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費
区分
	交付決定額（A）
	支出費用状況
	概算払受領済額（E）
	差引請求額（E）-(D)

	
	
	実績額（B）
	見込額（C）
	合計（D）＝（B）＋（C）
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	


　（精算払の場合）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	交付決定額
	確定額（A）
	概算払受領済額（B）
	差引請求額（A）-(B)

	
	
	
	

	計
	
	
	


３．振込先の金融機関、支店名、預金の種別、口座番号及び名義
４．概算払を必要とする理由（概算払の請求をするときに限る。）
（本件責任者及び担当者の氏名、連絡先等）

１．責任者の所属部署・職名・氏名

２．担当者の所属部署・職名・氏名

３．連絡先（電話番号・Eメールアドレス）
※様式第15号は、各官署支出官において、適宜、様式を加工して使用して差し支えない。
